
平成26年度 夏季
中国大学生インターンシップのご案内

主催 中国対外友好合作服務中心

後援 中国人民対外友好協会

中国日本友好協会

協力 長野県

一般社団法人 日中経済文化交流協会



＊中国の大学では90万人以上の学生が日本語を学んでいます。

学生が日本語を学ぶきっかけは多種多様ですが、多くの学生は日本のアニメ
や音楽、テレビドラマをきっかけに日本に興味を抱き学んでいます。

大学では日本語の他、日本文化、日本企業を学び、卒業後は日本に関係した
職業に就くことを望んでいます。

学生は本インターンシップ制度に参加すると研修実績に応じて、上級日本語
や社会実践教育、その他研修内容に応じて大学での単位取得が可能になり
ます。

平成23年に始まった本制度を利用して多くの学生が日本企業で学んでいます。

学生は大学の推薦を受けているので礼儀正しく、勤勉に研修を行い、受け入れ
企業からの評価も高く年々派遣人員が増えています。
過去の実績は９県の行政機関、法人に派遣しました。

＊真剣に学ぶ態度が受け入れ企業に評価されています。



インターンシップ受け入れ内容

（１）研修期間 平成26年7月15日以降の3か月間

（２）研修内容 学業の一環の為、日本語の学習になる職種での研修をお願いします。

（研修内容の詳細は相談の上、決定させていただきます）

（３）企業の負担

＊学生の報酬

＊日本の国際空港から事業所までの交通費

＊宿泊、食事の提供

（宿泊施設、食堂等の施設が無い場合はご相談させていただきます。）

（４）学生の負担

①中国国内交通費、日本までの往復渡航費用

②滞在中の旅行保険



受け入れまでのスケジュール

受け入れのご承諾

受け入れの申し込み締切 3月7日（金）

学生の選抜、受け入れ学生決定

大学の推薦者の中から選考をお願いいたします。

大学の希望、面接の希望等承ります。

入国管理局に在留資格の取得申請

審査期間は3か月間必要になります。

研修内容によっては追加資料の提出要請や一部不許可になる場合があります。

在留許可の取得

在留許可証の取得後に入国日を決定いたします。

中国で事前教育の実施。

学生の入国

学生を空港から指定の場所に送ります。

研修開始



研修期間中のお願い

• 座学研修

学生が実務研修の他に日本の社会文化、企業風土等を学べるよう、研修期間中３回以上の座学

研修をお願いいたします。（一回の座学研修は１時間以上）

研修内容は各事業所でお決めいただきますが、概ね以下の分野の中から行っております。

○企業の歴史と経営理念 ○日本の食文化

○近隣地域の歴史と観光資源 ○接客サービスと日本語

• 月次面接

学生が月次報告書として実習中に学んだこと、日本について感じたこと等を提出します。

報告書をもとに学生の面接を行い実習の進捗状況をご確認ください。

• 研修成果発表会

最終月に学生が研修の成果を発表する発表会の実施をお願いいたします。

発表するテーマは各事業所にて学生にご提示ください。

発表会後に研修修了証の発行をお願いいたします。



学生の学習効果を上げるため大学、服務中心が研修状況を共有し
て側面から学生の指導を行います。

環境の変化でホームシック、病気、けがになった場合など、常に学生と連絡を取り生活状況を把握して受
入企業に連絡をします。
また研修中の態度、理解力、遅刻等で問題がある場合は、受入企業と情報を共有して学生の指導を行
います。
その他、研修の学習効果向上の為にバックアップ体制を構築しています。

受入企業 学生 中国対外友好合作服務中心
研修を実施 メールや面接で研修状況、生活の不安等を確認します。

研修状況の連絡

受入企業と学生情報の共有

大学・学生の家族



主催・中国対外友好合作服務中心

中国対外友好合作服務中心は１９８５年に中国国務院直属の法人団体である中国人民対外友好協会の付属機関として設立されました。元国家副主席である中日

友好協会名誉会長の王震や国務委員の張勁夫ら中国の指導者が提唱し、国務院関係部門の批准によって登録された事業機関です。

設立以来当服務中心は、国の対外開放政策に基づき、民間外交のルートを生かして中外の友好交流と提携を推進し、世界各国の人民の友好を増進することを目

的に活動しています。

後援・中国人民対外友好協会

中国人民対外友好協会は1954年に中国の全国的社会団体１０団体が連合して設立されました。協会の所在地は北京市にあり、その他中国各省、自治区、直轄し

及び一部の市、区、県に地方対外友好協会を設置しています。

当協会は中華人民共和国の民間外交事業を従事する全国的人民団体であります。人民間の友好を促進、国際提携を促し、世界平和を維持し、共同発展を図るこ

とを目的としています。二十一世紀の国際舞台で中国人民を代表して、各国の対中国友好団体と各界の人士に連携して、友好交流を通じて中国の独立自主の平

和外交政策を履行して、平和共存五原則に基づいて全方位、多次元、幅広い民間友好交流を実施し、現在では世界148ヵ国458の民間団体、機構と友好提携関係

を樹立しております。

後援・中国日本友好協会

中国日本友好協会は中日民間往来の発展と需要にもとづいて周恩来総理の提唱により中国全国総工会（労働組合総会）、中国全国青年連合会、中

国全国婦人連合会、中国人民世界平和委員会、中国アジア・アフリカ団結委員会、中国人民対外友好協会、中国文化芸術連合会等の中国十九団体

が発起して設立した団体であります。郭末若先生、廖承志先生、前国家主席である王震先生、夏衍先生、孫平化先生は名誉会長、会長を歴任しまし

た。元国務委員である が現会長を務めています。

中国日本友好協会は設立して以来、日本の各友好団体、政党、地方自治体、各界の友好人士と幅広い友好関係を築き、中国日本友好事業に多大な

業績を上げると共に、両国の長期的な友好関係樹立のため積極的に活動をしています。

主催・後援団体のご説明



お問い合わせ先

中国対外友好合作服

東京事務所 担当 武内

電話 ０３－５６３８－２１２５

E-mail：takeuchi-no1@mopera.net

東京都江東区新大橋１－１２－１１ 安川ビル４F

長野事務所 担当 林

電話 ０２６８－２３－８６６８

E-mail: lim@avis.ne.jp

長野県上田市天神４－６－８

京都事務所 担当 阜東（フトウ）

電話 ０９０－３６７８－２６５３

E-mail: nika@live.jp

京都府京都市上京区寺町通広小路下ル東桜町６－２
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